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「安心して暮らし ともに生きる 健康福祉社会の実現」 に向けて

急速な少子化の進行により、人口減少社会を迎える一方、県南地域では６５歳以上の人

口が総人口の２０％を超えるなど高齢化も進行しております。

また、生活様式や価値観の多様化、生活習慣病の増加や新型インフルエンザの発生、経

済・雇用情勢の悪化による生活保護受給者の増加など、社会環境は大きく変化してきてお

りますが、地域の課題により柔軟に対応していくために、県民一人ひとりの視点に立った

保健・医療・福祉サービスの総合的・一体的な提供体制やシステムの再構築が求められて

おります。

このような中、県南保健福祉事務所におきましては、「いのち、人格、人権の尊重」の

基本理念のもと、県南地域の「安心して暮らし ともに生きる 健康福祉社会の実現」に

向けて、市町村をはじめ関係機関・団体と緊密に連携しながら施策・事業の執行に努めて

いるところであります。

特に、今年度は地域・職域保健連携、食環境の整備による生活習慣病予防対策、在宅緩

和ケアを中心としたがん医療地域連携体制の構築、次世代を担う幼児、児童の食育事業の

推進、障がい者の地域生活移行の支援、新型インフルエンザ対策などについて、地域の特

性を踏まえて重点的に取り組むことにしております。

本書は、当事務所の平成２０年度事業実績及び平成２１年度事業計画等を中心に、県南

地域における保健・医療・福祉の現状、課題及び施策等について取りまとめたものであり

ます。関係者のみならず、多くの方々に御利用いただき、県南地域の保健医療福祉行政の

推進につきまして、より一層の御理解と御協力を賜りますようお願いいたします。

平成２１年 ７月

福島県県南保健福祉事務所長 遠 藤 幸 男
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